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Ⅱ　安心、安全な生活環境と生物の多様性が確保された
自然共生社会づくり

目標と進捗状況

恵み豊かな川との共生と水環境の保全第５節

指標 目標設定時 直近値 最終目標値

SAITAMAリバーサポーターズの
個人サポーター数（累計）

０人
（R２年度末）

１７,６２３人
（R５年度末）

２４,０００人
（R８年度末）

生活排水処理率 ９３.１％
（R２年度）

９４.０％
（R５年度）

１００.０％
（R８年度）

環境基準＊（BOD＊）を達成した河川の
割合

９５％
（R２年度）

９１％
（R５年度）

１００％
（R８年度）

１年間の地盤沈下量が２cm以上の
地域の面積

０㎡
（R２年度）

１００,０００㎡
（R５年度）

０㎡
（R８年度）

第２章 環境の状況と対策

wing7
ノート注釈
wing7 : Unmarked

wing7
ノート注釈
wing7 : Unmarked

環境基準
ハイライト表示
環境基本法に基づき「大気の汚染、水質の汚濁、土壌の汚染及び騒音に係る環境上の条件について、それぞれ、人の健康を保護し、及び生活環境を保全する上で維持されることが望ましい基準」と定めている。ダイオキシン類については、ダイオキシン類対策特別措置法で定めている。これは、行政上の政策目標として定められているもので、公害発生源を直接規制するための基準（いわゆる規制基準）とは異なる。

生物化学的酸素要求量（BOD）
ハイライト表示
生活環境項目の一つであり、河川水や工場排水、下水などに含まれる有機物による汚濁の程度を示すもので、水の中に含まれる有機物が一定時間、一定温度のもとで微生物によって生物化学的に酸化されるときに消費される酸素の量をいう。単位は㎎/Lで表示され、数値が大きいほど汚濁の程度が高い。
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１　水辺空間の保全と共生

主な実施施策

◆県民・企業と連携した水辺空間の活用
・SAITAMAリバーサポーターズプロジェクト＊の推進
　川の保全や川との共生に向け、地域で川の再生に取り組む「川の国
応援団＊」に加え、個人と企業の参画を得て連携を強化し、活動の活
性化を図るため、「SAITAMAリバーサポーターズプロジェクト」を
推進しています。
　「日頃から川に行く機会がある方」を対象にした取組である「リバ
サポ×○○」では、令和４年度の「リバチャリ」、「リバ犬（いぬ）」
の他に、令和５年度から鉄道好きを川好きにする「リバ鉄（てつ）」、
ハイキング好きを川好きにする「リバハイク」を開始しました。
　それぞれ、関連する情報の発信や体験イベントの開催、フォトコン
テストを開催しました。
　個人サポーターには、令和５年度末で１７,６２３人が登録しています。

◆川との共生に取り組む地域団体などへの活動支援
　「川の国応援団」には令和５年度末で７６４団体が登録し、県内全ての
市町村で、河川清掃、環境学習、水質調査、生物調査などの活動を行
っています。
　活動資機材の提供や貸出し、「川の国応援団」相互の交流と情報共
有を目的とした「川の再生交流会」の開催などにより活動を支援して
います。

図５―１　SAITAMAリバーサポーターズプロジェクト概要図

写真５―１　企業サポーターと川の国応援団の連携イベント

SAITAMAリバーサポーターズプロジェクト
ハイライト表示
埼玉の豊かな川を育む自発的な活動が持続的に行われるよう、県民・団体・企業の取組を県が支援していくプロジェクト。川の国応援団に加えて、個人と企業の参画を得て連携を強化し、川との共生や川の魅力創出に向けた活動を活性化することでSDGsの実現を目指す。

川の国応援団
ハイライト表示
埼玉県内の河川、農業用水、湖沼等でごみ拾い、清掃、水質改善、環境学習及び水生生物の調査等の川の再生活動を行う団体のうち、埼玉県の川の国応援団として登録している団体。
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◆下水道、農業集落排水などの生活排水処
理施設＊の整備や合併処理浄化槽＊への転
換の促進

・下水道などの整備の促進
　令和５年度末の下水道普及率は、８３.６％と
なりました。
　県の流域下水道＊では、東京湾の赤潮や青
潮の原因となる窒素やりんを低減するため、
下水処理の高度処理化を進めてきました。令
和元年度には従来型の水処理施設に対する段
階的高度処理の工事が完了し、東京湾に注ぐ
流域下水道で段階的高度処理を含む高度処理
化率１００％を達成しています。
・単独処理浄化槽などから合併処理浄化槽へ
の転換促進
　単独処理浄化槽やくみ取り便槽を使用して
いる家庭からの生活雑排水＊は、河川の汚濁
原因の約４割を占めています。河川の水質改
善のためには、単独処理浄化槽等から合併処
理浄化槽への転換を進めることが必要不可欠
です。
　そこで、合併処理浄化槽の設置を行う市町
村や個人を支援し、合併処理浄化槽の転換を
促進しています。

◆浄化槽台帳を活用した適正な維持管理の
促進

　維持管理業者等と連携して保守点検等の維
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図５―３　生活排水処理人口・生活排水処理率の推移
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図５―４　浄化槽設置基数と合併処理浄化槽
基数の割合
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＊５　全国平均値：東日本大震災の影響により、岩手県、宮城県、福島
県を調査対象外としているため、同３県を除いた44都道府県の平均値

＊6　平成24、25､ 26年度は、福島県において、東日本大震災の影響により、
調査不能な市町村があるため公表対象外としている。

＊7　平成27～令和4年度は、福島県において、東日本大震災の影響によ
り、調査不能な市町村を除いた値を公表している。
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図５―２　埼玉県と全国の下水道普及率の推移

生活排水処理施設
ハイライト表示
主に家庭からの生活排水（し尿及び生活雑排水）を処理する施設の総称。下水道、農業集落排水施設、合併処理浄化槽などがある。

合併処理浄化槽
ハイライト表示
し尿及び生活雑排水（台所、風呂、洗濯等に使用した水）を戸別にまとめて処理する生活排水処理施設。し尿のみを処理する単独処理浄化槽に比べて、河川等の公共用水域の汚濁を大幅に軽減する効果がある。

流域下水道
ハイライト表示
2以上の市町村からの下水を受け処理するための下水道で、終末処理場と幹線管渠からなり、県が建設し管理を行う。

生活雑排水
ハイライト表示
家庭から流れ出る「生活排水」のうちトイレからの排水を除いたものの総称。主に、台所、洗濯、風呂などから排出される。
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持管理の情報をデジタル化して収集する浄化槽台帳システムを整備し、運用しています。
　浄化槽が十分に機能を発揮するためには、適切な維持管理が不可欠です。浄化槽台帳システム等を活用し、浄化槽管理者に対し保守
点検、清掃の実施と法定検査（定期検査）の受検の啓発・指導を行いました。

◆非かんがい期の農業用水路などへの通水の実施
　非かんがい期（１０月～３月）は農業用水の通水量が少なくなるため、河川や農業用水路の水環境は悪化します。このため、河川管理
者との調整により通水量を確保し、非かんがい期の水環境の改善に取り組んでいます。

◆豊かな水と緑を育む河川環境の整備
　自然や生物、景観に配慮した河川整備として、護岸の修繕に合わせて、生物の生息に配慮した水際の整備を行い、地域に親しまれる
水辺空間づくりを推進しています。
　また、河川や調節池において、地域住民等による美化活動等と連携して、水の濁りや悪臭の原因となる土砂やごみ等の撤去を実施し
ています。

◆水辺空間の生き物に関する情報収集・発信
・県内河川の魚類の環境DNA調査
　糞や代謝物等を通じて水生生物から放出されて環境中に漂
う遺伝子（環境DNA）を分析することで、そこに生息する
生物の種類等を調べることができます。
　令和５年度末までに、県内河川の９４地点で魚類の環境
DNA調査を行い、県内河川に生息する魚類の種類やその分
布状況をホームページに公開しています。

２　公共用水域＊・地下水及び土壌の汚染防止
◆水質・土壌などの汚染の監視（常時監視）
　人の健康を保護し、生活環境の保全を図っていくためには、
公共用水域や地下水の状況を把握することが重要です。令和
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図５―５　BOD環境基準達成率の推移

公共用水域
ハイライト表示
河川や湖沼、港湾など公共の用に供される水域とこれに接続する公共溝渠、かんがい用水路など公共の用に供される水路のこと。
ただし、公共下水道及び流域下水道で終末処理場を設置しているもの、その流域下水道に接続する公共下水道は除く。
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５年度は４４河川９４地点、３湖沼３地点及び地下水８５地点で水質の常時監視を行いました。
　BOD環境基準達成率の向上のため、引き続き、生活排水対策と合わせ、産業系排水の負荷を低減することにより、水質の改善を図
ります。

◆工場・事業場に対する規制遵守指導及び土壌・地下水の汚染拡散の防止
①工場・事業場に対する規制遵守指導
　排出水を適正に排出させるため、濃度規制＊を行っています。水質汚濁防止法の特定施設＊を設置している工場・事業場（特定事業場）
と、埼玉県生活環境保全条例の指定排水施設を設置している工場等（指定排水工場等）を対象に排出水に含まれる汚濁物質の排水基準
を守るよう指導しています。
　また、東京湾への流入汚濁負荷量＊を削減するため、総量規制＊を行っています。規制対象事業場に対しては、汚濁負荷量の自主測
定結果の報告を求めるなど、総量規制基準を守るよう指導しています。
②土壌・地下水の汚染拡散の防止
　土壌汚染対策法及び埼玉県生活環境保全条例に基づき汚染拡大の防止を図りました。その結果、令和５年度は要措置区域等＊につい
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図５―６　土壌汚染の状況

表５―１　特定事業場等の届出数及び立入検査状況

届出数 規制
対象数

立入
検査数

排水
検査数

排水基準
超過数

特定事業場 ８,２６１ ２,９８８ １,８０６ １,２３７ １６４
指定排水工場等 ２０８ ２０８ １３０ １００ １９

合計 ８,４６９ ３,１９６ １,９３６ １,３３７ １８３
※政令市等含む

て２１か所指定を行いました。
　また、地下水汚染を未然に防止するため、水質汚濁防止法の有害物質使用特定施設
及び有害物質貯蔵指定施設を設置している工場等に施設の構造等基準を遵守するよう
指導しました。

特定施設
ハイライト表示
水質汚濁、騒音等の公害を防止するために各種の規制法は、「特定施設」という概念を設けている。水質汚濁防止法では「有害物質又は生活環境項目として規定されている項目を含む汚水又は廃液を排出する」施設、騒音規制法では、「著しい騒音を発生する」施設、振動規制法では「著しい振動を発生する」施設、ダイオキシン類対策特別措置法では、「ダイオキシン類を発生し、及び大気中に排出する。又はダイオキシン類を含む汚水又は廃液を排出する」施設をいい、政令でその規模等の範囲が定められている。

濃度規制
ハイライト表示
水質汚濁防止法に定める排水基準（濃度規制）には、有害物質と生活環境項目の2種類があり、有害物質は全ての特定事業場に適用される。生活環境項目は、日平均排水量が50㎥以上の特定事業場を対象としているが、県では上乗せ条例により規制対象を広げるとともに、BOD等の3項目について厳しい基準を定めている。埼玉県生活環境保全条例に定める排水基準はほぼ水質汚濁防止法及び上乗せ条例に準じたものとなっている。

汚濁負荷量
ハイライト表示
工場・事業場、各家庭等からの排水に含まれる水質を汚濁する物質量のこと。主として化学的酸素要求量（COD）、窒素（N）、りん（P）の1日当たりの総量で表される。これは都市下水や工場排水などの汚濁源から河川等へ排出される排水量とその汚濁物質の濃度をかけ合わせて算出される。湖や内湾などでは汚濁物質が蓄積しやすいため、流入する河川の汚濁の濃度ばかりでなく、汚濁物質の総量も問題となり、この汚濁負荷量の削減が重要となる。

総量規制（水質）
ハイライト表示
一定の地域内の汚濁物質の排出総量を一定量以下に抑えるため、工場等に対し汚濁物質許容排出量を割り当てて、この量をもって規制する方法をいう。濃度規制と対比される概念。県では令和4年10月に、令和6年度を目標年度とした第9次水質総量削減計画を策定し、東京湾に流入する汚濁物質の量を規制している。平成29年9月から新しい総量規制基準が適用されている。

要措置区域等
ハイライト表示
土壌汚染対策法に基づく要措置区域又は形質変更時要届出区域のこと。調査の結果、土壌中に一定の基準を超える特定有害物質が検出された土地は、健康被害が生ずる恐れがある場合は要措置区域、ない場合は形質変更時要届出区域に指定される。
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◆異常水質事故対策の推進
　有害物質等の公共用水域への流出事故による人の健康及び生活環境に係る被害の発生を防止するため、事業者に対しチラシを配布す
るなどして未然防止対策を促しました。併せて、万が一異常水質事故が発生した場合は関係機関との連携による事故状況の把握や原因
調査、現場対応などを迅速かつ適切に行い、新たな汚染の防止や被害の拡大を防止しました。

３　水循環の健全化と地盤環境の保全
◆観測や規制の的確な運用等による地盤沈下防止対策の推進
　地盤沈下対策は関東平野全体で取り組む必要があるため、国が定める関東平野北部地盤沈下防止等対策要綱＊に基づき、国及び周辺
都県では対策を行っています。
　本県では地盤沈下を防止するため、埼玉県生活環境保全条例等に基づき地下水の採取規制の遵守徹底を図りました。
　また、地盤変動及び地下水位の変化を把握するため、水準測量及び観測所での地盤変動や地下水位の監視を行っています。
　その結果、１年間の地盤沈下量が２cm以上の地域の面積は０.１０㎢（＝１００,０００㎡）でした。

図５―７　地下水採取規制図（令和６年３月３１日現在）
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※　平成23年分については、東北地方太平洋沖地震の影響で、年間2cm以上地盤沈下した面積は、
1,210.5km2あったが、地下水採取の影響を表すため、グラフからは除いている。
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図５―８　地盤沈下面積の推移

関東平野北部地盤沈下防止等対策要綱
ハイライト表示
平成3年に国が策定したもの。地盤沈下対策を必要としている地域を保全地域（面積1,824.93k㎡）として定め、地下水採取規制や水準測量等を行っている。



55

恵み豊かな川との共生と水環境の保全第５節

◆健全な水循環構築に向けた取組の実施
　健全な水循環を維持・回復するため、国や事業者などと連携し、水の貯留・涵
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機能を有する森林、河川、農地、都市施設の整備な
どを進めるとともに、水の適正かつ有効な利用を図る取組を推進しています。

◆河川表流水による水道用水供給事業及び工業用水道事業の実施
　水道用水供給事業及び工業用水道事業の実施により、地下水から河川表流水への水源転換を図っています。
　令和５年度は、水道用水供給事業では５５団体（５８市町、茨城県五霞町を含む。年度末現在）に６億３,４１９万㎥／年を、工業用水道事
業では１４９事業所（年度末現在）に３,７８０万㎥／年を供給しました。

◆雨水利用など水の効率的・合理的利用の促進
　水の有効利用のため、雨水や一度使った水を処理して、トイレの洗浄水や散水などに利用する雨水・再生水利用のPRに努めました。
　令和５年３月末現在の雨水・再生水利用施設数は６６８施設（令和５年度全国水需給動態調査）で、そのうち約９割は雨水を利用して
います。

◆既存住宅への雨水貯留浸透施設の整備及び透水性アスファルト舗装による歩道整備
　流域整備計画に基づく総合的な治水対策の一環として各戸貯留浸透施設の整備を進めることで、河川の洪水を防止し、水循環の健全
化を図っています。
　また、雨天時に歩行者が快適に歩行できるよう透水性アスファルトの舗装を推進し、地下水の涵
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を図っています。




